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鳥取県教育委員会における女性教職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画の進捗状況等について 
 

令和３年１２月２０日 
 
１ 達成しようとする目標数値と直近の数値等 

 

項目 

 

直近の数値 

参考 

目標 計画策定当時 

採用した教職員に占める女性教職

員の割合 

５５．２％ 

（R2 年度） 

５０％以上 ５６．１％ 

（R1 年度） 

管理的地位（※）に占める女性教職

員の割合  ※係長級以上           

４０．１％ 

（R3.4.1） 

４０％以上 ３８．９％ 

（R2.4.1） 

職員一人あたりの月平均の時間外

勤務（行政職員のみ）  【未達】 

１１．２時間 

（R2 年度） 

１０時間未満 １１．４時間 

（R1 年度） 

上限を超える時間外業務を行った

教育職員の割合     【未達】 

１７．８％ 

（R2 年度）※県立学校のみ 

０％ ３４．０％ 

（R1 年度）※県立学校のみ

年次有給休暇等の平均取得日数（夏

季休暇を含む）     【未達】 

１５．９日 

（R2 年：暦年） 

１７日以上 １６．６日 

(R1 年：暦年) 

男性教職員の育児休業取得割合 

            【未達】 

９．３％ 

（R2 年度） 

３０％以上 ４．８％ 

（R1 年度） 

男性教職員の配偶者出産休暇又は

育児参加休暇取得率   【未達】 

  ７９．８％ 

(R2 年度) 

１００％ ８４．９％ 

（R1 年度） 

 

 

２ 進捗状況の把握 

 ※女性教職員の職業生活における活躍に関する状況の把握を教育職員、行政職員に分けて行った。 

○教育職員･･･学校に勤務する教育職給料表が適用される職員（教諭、養護教諭、栄養教諭、実習職員、寄宿舎指導員など） 

○行政職員･･･教育職員以外の職員（事務部局職員、学校に勤務する事務職員、学校栄養職員、司書、看護師など） 

 

（１）採用した教職員に占める女性教職員の割合           （( )内単位：人：以下、同じ） 

 

 

 

（２）教職員に占める女性の割合  

 
 

行政職員 58.3% ( 7 / 12 ） 38.1% ( 8 / 21 ） 60.0% ( 12 / 20 ）
教育職員（小学校） 59.2% ( 59 / 99 ） 61.6% ( 69 / 112 ） 54.9% ( 50 / 91 ）
教育職員（中学校） 36.4% ( 16 / 44 ） 51.8% ( 29 / 56 ） 59.6% ( 31 / 52 ）
教育職員（義務教育学校） 66.7% ( 2 / 3 ） 100.0% ( 2 / 2 ） 100.0% ( 2 / 2 ）
教育職員（高等学校） 61.5% ( 8 / 13 ） 41.9% ( 13 / 31 ） 40.0% ( 16 / 40 ）
教育職員（特別支援学校） 63.6% ( 14 / 22 ） 67.7% ( 21 / 31 ） 64.0% ( 16 / 25 ）
教育職員（全校種） 54.7% ( 99 / 181 ） 57.8% ( 134 / 232 ） 54.8% ( 115 / 210 ）
全職員 54.9% ( 106 / 193 ） 56.1% ( 142 / 253 ） 55.2% ( 127 / 230 ）

R2年度H30年度 R1年度

行政職員 50.1% （ 358 ／ 715 ） 50.8% （ 337 ／ 663 ） 50.4% （ 334 ／ 663 ）

教育職員（小学校） 58.7% （ 1,262 ／ 2,150 ） 59.0% （ 1,280 ／ 2,169 ） 58.4% （ 1,244 ／ 2,131 ）

教育職員（中学校） 40.3% （ 495 ／ 1,229 ） 41.4% （ 506 ／ 1,221 ） 43.1% （ 521 ／ 1,210 ）

教育職員（義務教育学校） 47.9% （ 34 ／ 71 ） 49.3% （ 34 ／ 69 ） 55.2% （ 53 ／ 96 ）

教育職員（高等学校） 31.8% （ 342 ／ 1,075 ） 32.5% （ 350 ／ 1,078 ） 32.9% （ 356 ／ 1,081 ）

教育職員（特別支援学校） 63.6% （ 361 ／ 568 ） 63.8% （ 365 ／ 572 ） 63.5% （ 369 ／ 581 ）

教育職員（全校種） 49.0% （ 2,494 ／ 5,093 ） 49.6% （ 2,535 ／ 5,109 ） 49.9% （ 2,543 ／ 5,099 ）

全職員 49.1% （ 2,852 ／ 5,808 ） 49.8% （ 2,872 ／ 5,772 ） 49.9% （ 2,877 ／ 5,762 ）

令和２年度令和元年度平成３０年度
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（３）各役職段階に占める女性職員の割合 

＜行政職員※＞※県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く 

 

 

 

＜教育職員＞ 

■校長 

 

 

 

■副校長及び教頭 

 

行政職員 49.6% （ 328 ／ 661 ）

教育職員（小学校） 59.1% （ 1,258 ／ 2,129 ）

教育職員（中学校） 43.2% （ 540 ／ 1,249 ）

教育職員（義務教育学校） 46.8% （ 22 ／ 47 ）

教育職員（高等学校） 33.5% （ 364 ／ 1,088 ）

教育職員（特別支援学校） 63.3% （ 372 ／ 588 ）

教育職員（全校種） 50.1% （ 2,556 ／ 5,101 ）

全職員 50.1% （ 2,884 ／ 5,762 ）

令和３年度

R3.4.1現在 部長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級
女性職員 0人 1人 17人 68人 92人
総数 2人 8人 54人 99人 134人
女性割合 0.0% 12.5% 31.5% 68.7% 68.7%

課長級以上：28.1％（18/64人） （参考)  23.8％(H29)、27.5％（H30)、29.0％（R1）、29.2％(R2)

伸び率（R3-H29）4.3％

係長級以上：59.9％(178/297人) （参考） 53.8%(H29)、55.8％（H30)、58.7％(R1）、59.2％(R2)

伸び率（R3-H29）6.1％

小学校長 19.0% ( 23 / 121 ） 16.8% ( 20 / 119 ） 19.0% ( 22 / 116 ）
中学校長 3.7% ( 2 / 54 ） 7.5% ( 4 / 53 ） 5.8% ( 3 / 52 ）
義務教育学校長 0.0% ( 0 / 3 ） 33.3% ( 1 / 3 ） 25.0% ( 1 / 4 ）
高等学校長 4.2% ( 1 / 24 ） 4.2% ( 1 / 24 ） 8.3% ( 2 / 24 ）
特別支援学校長 37.5% ( 3 / 8 ） 37.5% ( 3 / 8 ） 50.0% ( 4 / 8 ）
校長合計（全校種） 13.8% ( 29 / 210 ） 14.0% ( 29 / 207 ） 15.7% ( 32 / 204 ）

Ｒ１年度Ｈ30年度 Ｒ２年度

伸び率
（R3-H29）

小学校長 20.7% ( 24 / 116 ） 1.2%
中学校長 5.8% ( 3 / 52 ） 0.5%
義務教育学校長 25.0% ( 1 / 4 ）
高等学校長 8.3% ( 2 / 24 ） 0.0%
特別支援学校長 50.0% ( 4 / 8 ） 27.8%
校長合計（全校種） 16.7% ( 34 / 204 ） 2.1%

Ｒ３年度

小学校副校長及び教頭 28.7% ( 35 / 122 ） 38.3% ( 46 / 120 ） 47.0% ( 55 / 117 ）
中学校副校長及び教頭 15.0% ( 9 / 60 ） 13.3% ( 8 / 60 ） 15.3% ( 9 / 59 ）
義務教育学校副校長及び教頭 16.7% ( 1 / 6 ） 50.0% ( 3 / 6 ） 50.0% ( 4 / 8 ）
高等学校副校長及び教頭 13.7% ( 7 / 51 ） 15.7% ( 8 / 51 ） 15.7% ( 8 / 51 ）
特別支援学校副校長及び教頭 46.7% ( 7 / 15 ） 66.7% ( 10 / 15 ） 53.3% ( 8 / 15 ）
副校長及び教頭合計（全校種） 23.2% ( 59 / 254 ） 29.8% ( 75 / 252 ） 33.6% ( 84 / 250 ）

Ｒ１年度Ｈ30年度 Ｒ２年度
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（４）管理的地位に占める女性教職員の割合  

※管理的地位･･･行政職員の場合は係長級以上（ただし、県教委事務部局に勤務する教育職員（課長補佐級、係長級）は除く）、教育職員の場合は教頭以上 

 

 

 

 

 

（５）継続勤務年数の男女の差異（退職者の継続勤務年数より算出） 

 

 

 

 

 

 

伸び率
（R3-H29）

小学校副校長及び教頭 52.1% ( 61 / 117 ） 26.5%
中学校副校長及び教頭 18.6% ( 11 / 59 ） 2.7%
義務教育学校副校長及び教頭 37.5% ( 3 / 8 ）
高等学校副校長及び教頭 15.7% ( 8 / 51 ） 3.9%
特別支援学校副校長及び教頭 53.3% ( 8 / 15 ） 0.0%
副校長及び教頭合計（全校種） 36.4% ( 91 / 250 ） 14.4%

Ｒ３年度

行政職員 55.8% ( 182 / 326 ） 58.7% ( 186 / 317 ） 59.2% ( 177 / 299 ）
教育職員（小学校） 23.9% ( 58 / 243 ） 27.6% ( 66 / 239 ） 33.0% ( 77 / 233 ）
教育職員（中学校） 9.6% ( 11 / 114 ） 10.6% ( 12 / 113 ） 10.8% ( 12 / 111 ）
教育職員（義務教育学校） 11.1% ( 1 / 9 ） 44.4% ( 4 / 9 ） 41.7% ( 5 / 12 ）
教育職員（高等学校） 10.7% ( 8 / 75 ） 12.0% ( 9 / 75 ） 13.3% ( 10 / 75 ）
教育職員（特別支援学校） 43.5% ( 10 / 23 ） 56.5% ( 13 / 23 ） 52.2% ( 12 / 23 ）
教育職員（全校種） 19.0% ( 88 / 464 ） 22.7% ( 104 / 459 ） 25.6% ( 116 / 454 ）
全職員 34.2% ( 270 / 790 ） 37.4% ( 290 / 776 ） 38.9% ( 293 / 753 ）

Ｒ１年度Ｈ30年度 Ｒ２年度

伸び率
（R3-H29）

行政職員 59.9% ( 178 / 297 ） 6.1%
教育職員（小学校） 36.5% ( 85 / 233 ） 13.9%
教育職員（中学校） 12.6% ( 14 / 111 ） 1.8%
教育職員（義務教育学校） 33.3% ( 4 / 12 ）
教育職員（高等学校） 13.3% ( 10 / 75 ） 2.6%
教育職員（特別支援学校） 52.2% ( 12 / 23 ） 10.5%
教育職員（全校種） 27.5% ( 125 / 454 ） 8.9%
全職員 40.3% ( 303 / 751 ） 7.4%

Ｒ３年度

区　　分 性別
行政職員 男性 29.2年 （ 9人 ） 28.8年 （ 9人 ） 34.8年 （ 18人 ） 32.4年 （ 16人 ）
　 女性 37.4年 （ 9人 ） 26.1年 （ 20人 ） 32.5年 （ 21人 ） 31.0年 （ 13人 ）
教育職員（小学校） 男性 34.0年 （ 51人 ） 34.3年 （ 54人 ） 35.9年 （ 56人 ） 34.3年 （ 59人 ）

女性 30.1年 （ 81人 ） 31.8年 （ 55人 ） 30.1年 （ 75人 ） 27.3年 （ 57人 ）
教育職員（中学校） 男性 31.4年 （ 36人 ） 34.0年 （ 48人 ） 33.0年 （ 36人 ） 34.3年 （ 48人 ）

女性 29.7年 （ 20人 ） 27.9年 （ 17人 ） 30.1年 （ 21人 ） 30.3年 （ 18人 ）
教育職員（義務教育学校） 男性 - （ 0人 ） 34.5年 （ 2人 ） 34.8年 （ 4人 ）

女性 34.0年 （ 2人 ） 5.0年 （ 2人 ） 36.5年 （ 2人 ）
教育職員（高等学校） 男性 32.6年 （ 25人 ） 32.0年 （ 33人 ） 33.9年 （ 32人 ） 34.7年 （ 41人 ）

女性 37.6年 （ 5人 ） 31.9年 （ 9人 ） 23.1年 （ 12人 ） 27.2年 （ 11人 ）
教育職員（特別支援学校） 男性 30.5年 （ 6人 ） 30.7年 （ 9人 ） 35.8年 （ 5人 ） 32.7年 （ 16人 ）

女性 31.9年 （ 10人 ） 29.1年 （ 10人 ） 28.6年 （ 13人 ） 30.6年 （ 17人 ）
教育職員（全校種） 男性 32.7年 （ 118人 ） 33.4年 （ 144人 ） 34.6年 （ 131人 ） 34.3年 （ 168人 ）

女性 30.5年 （ 116人 ） 31.5年 （ 91人 ） 28.9年 （ 123人 ） 28.5年 （ 105人 ）
全職員 男性 32.5年 （ 127人 ） 33.2年 （ 153人 ） 34.6年 （ 149人 ） 34.1年 （ 184人 ）

女性 31.0年 （ 125人 ） 30.5年 （ 111人 ） 29.4年 （ 144人 ） 28.8年 （ 118人 ）

令和２年度令和元年度平成３０年度平成２９年度
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（６）職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間 

（行政職員のみ※） 

※県教委事務局に勤務する充指導主事は除く 

 

 

 

（参考：県教委事務局に勤務する充指導主事を含む） 

 

 

（管理職（行政職員）） 

 

 

（教育職員※：R2 年度実績） 

  ※教育職員は、時間外勤務命令によらない時間外業務の時間。 

※小学校、中学校、義務教育学校は、９月のみ把握。  

 

 

 

（７）月４５時間又は年３６０時間を超える時間外勤務を行った職員数（実人数） 

（行政職員のみ） 

※県教委事務局に勤務する充指導主事は除く        

 

 

（参考：県教委事務局に勤務する充指導主事を含む） 

 

 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

Ｒ１年度 17.5h 12.1h 11.1h 9.8h 6.4h 10.2h 12.2h 10.7h 8.6h 10.2h 10.9h 17.6h 11.4h

Ｒ２年度 18.0h 11.0h 11.5h 9.5h 5.6h 9.1h 11.5h 10.9h 9.0h 9.0h 10.2h 18.7h 11.2h

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

Ｒ１年度 17.4h 12.6h 11.7h 10.3h 6.6h 10.4h 12.8h 11.0h 9.1h 10.4h 11.3h 17.8h 11.8h

Ｒ２年度 18.0h 11.3h 12.3h 10.1h 6.0h 9.4h 12.5h 11.4h 9.5h 9.1h 10.5h 18.4h 11.5h

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

Ｒ１年度 21.1h 18.0h 18.0h 17.5h 12.1h 15.6h 16.6h 15.8h 13.5h 14.6h 17.0h 28.3h 17.3h

Ｒ２年度 33.3h 21.0h 22.9h 21.3h 13.9h 17.5h 20.9h 18.0h 17.3h 15.6h 17.7h 25.9h 20.4h

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 平均

小学校 35.1h

中学校 40.6h

義務教育学校 42.1h

高等学校 14.3h 12.7h 18.9h 19.9h 13.4h 18.5h 21.4h 17.2h 16.4h 14.3h 12.0h 11.1h 15.8h

特別支援学校 14.5h 13.6h 15.0h 9.8h 2.6h 12.4h 13.3h 7.4h 8.1h 8.3h 11.4h 10.0h 10.5h

区　分

男性職員 13.9% ( 29名 / 209名 ) 18.7% ( 38名 / 203名 )

女性職員 8.6% ( 25名 / 290名 ) 6.7% ( 19名 / 284名 )

合　計 10.8% ( 54名 / 499名 ) 11.7% ( 57名 / 487名 )

令和元年度 令和２年度

区　分

男性職員 12.6% ( 30名 / 238名 ) 18.2% ( 42名 / 231名 )

女性職員 8.0% ( 25名 / 311名 ) 7.9% ( 24名 / 304名 )

合　計 9.8% ( 54名 / 549名 ) 12.3% ( 66名 / 535名 )

令和２年度令和元年度
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（管理職（行政職員）） 

 

 

 

（教育職員） 

  ※教育職員は、時間外勤務命令によらない時間外業務の時間。 

※小学校、中学校、義務教育学校は、未把握。 

 

 

 

（８）教職員の年次有給休暇と夏季休暇（最大５日）の取得状況 

 

 

 

（９）男女別の育児休業取得率及び取得期間の分布状況 

（ア）育児休業取得率 

  ※男性･･･子どもの出生等の事実を把握することができた者。女性･･･産後休暇中の者は除く。 

 

 

 

 

 

 

 

区　分

男性職員 16.3% ( 7名 / 43名 ) 26.7% ( 12名 / 45名 )

女性職員 22.2% ( 4名 / 18名 ) 47.4% ( 9名 / 19名 )

合　計 18.0% ( 11名 / 61名 ) 32.8% ( 21名 / 64名 )

令和２年度令和元年度

区　分

高等学校 45.7% ( 499名 / 1,093名 ) 23.9% ( 263名 / 1,102名 )

特別支援学校 13.1% ( 80名 / 612名 ) 6.9% ( 42名 / 607名 )

合計 34.0% ( 579名 / 1,705名 ) 17.8% ( 305名 / 1,709名 )

令和元年度 令和２年度

区　　分 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年
行政職員 14.9日 15.6日 15.6日 14.7日
教育職員（小学校） 15.4日 17.2日 16.3日 15.6日
教育職員（中学校） 14.2日 15.4日 15.3日 14.8日
教育職員（義務教育学校） 16.2日 16.1日 15.4日
教育職員（高等学校） 18.9日 18.9日 18.1日 16.9日
教育職員（特別支援学校） 20.7日 20.5日 19.5日 18.8日
教育職員（全校種） 16.3日 17.5日 16.8日 16.0日
全職員 16.2日 17.4日 16.6日 15.9日

区　　分 性別
行政職員 男性 10.0% ( 1 / 10 ) 16.7% ( 1 / 6 ) 18.2% ( 2 / 11 ) 28.6% ( 2 / 7 )
　 女性 100.0% ( 3 / 3 ) 100.0% ( 7 / 7 ) 100.0% ( 10 / 10 ) 100.0% ( 5 / 5 )
教育職員（小学校） 男性 0.0% ( 0 / 36 ) 0.0% ( 0 / 33 ) 1.9% ( 1 / 52 ) 3.2% ( 2 / 62 )

女性 100.0% ( 50 / 50 ) 100.0% ( 55 / 55 ) 100.0% ( 53 / 53 ) 100.0% ( 70 / 70 )
教育職員（中学校） 男性 3.0% ( 1 / 33 ) 0.0% ( 0 / 15 ) 0.0% ( 0 / 33 ) 5.6% ( 2 / 36 )

女性 100.0% ( 24 / 24 ) 100.0% ( 21 / 21 ) 100.0% ( 20 / 20 ) 100.0% ( 23 / 23 )
教育職員（義務教育学校） 男性 - ( 0 / 0 ) 0.0% ( 0 / 4 ) - ( 0 / 0 )

女性 100.0% ( 1 / 1 ) 100.0% ( 1 / 1 ) 100.0% ( 3 / 3 )
教育職員（高等学校） 男性 0.0% ( 0 / 21 ) 0.0% ( 0 / 20 ) 0.0% ( 0 / 16 ) 33.3% ( 5 / 15 )

女性 100.0% ( 14 / 14 ) 100.0% ( 9 / 9 ) 100.0% ( 8 / 8 ) 100.0% ( 3 / 3 )
教育職員（特別支援学校） 男性 8.3% ( 1 / 12 ) 0.0% ( 0 / 16 ) 30.0% ( 3 / 10 ) 11.1% ( 1 / 9 )

女性 100.0% ( 17 / 17 ) 100.0% ( 12 / 12 ) 100.0% ( 11 / 11 ) 100.0% ( 14 / 14 )
教育職員（全校種） 男性 2.0% ( 2 / 102 ) 0.0% ( 0 / 84 ) 3.5% ( 4 / 115 ) 8.2% ( 10 / 122 )

女性 100.0% ( 105 / 105 ) 100.0% ( 98 / 98 ) 100.0% ( 93 / 93 ) 100.0% ( 113 / 113 )
全職員 男性 2.7% ( 3 / 112 ) 1.1% ( 1 / 90 ) 4.8% ( 6 / 126 ) 9.3% ( 12 / 129 )

女性 100.0% ( 108 / 108 ) 100.0% ( 105 / 105 ) 100.0% ( 103 / 103 ) 100.0% ( 118 / 118 )

令和２年度平成２９年度 平成３０年度 令和元年度
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（イ）取得期間の分布状況  ※上記（ア）で育児休業を取得した者の分布状況（令和２年度） 

 

 

 

（10）男性教職員の配偶者出産休暇（最大３日）又は育児参加休暇（最大５日）の取得率並びに取得期

間の分布状況 

（ア）取得率 

  

 

（イ）取得期間の分布状況（５日以上取得者の割合） 

 

 

 

(11)セクシュアル・ハラスメント対策の整備状況 

項目 状況 

方針の明確化及び周知・

啓発 

・鳥取県教育委員会ハラスメント防止要綱（以下「防止要綱」とい

う。）、教職員に係るハラスメント防止のしおりを策定し、職員に周

知している。 

・懲戒処分等の指針において、セクシュアル・ハラスメントに対する

処分の標準例を規定しており、職員に周知している。 

相談に応じ、適切に対応

するための体制整備 

・各所属で相談窓口となるハラスメント対策担当者を選任するととも

に、おり、ハラスメント対策担当者に対して毎年研修会を実施して

いる。また、教育総務課内にも相談窓口を設置している。 

行政職員
( 0 / 2 ) ( 2 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 5 ) ( 0 / 5 ) ( 0 / 5 ) ( 1 / 5 ) ( 4 / 5 )

教育職員（小学校）
( 0 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 2 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 70 ) ( 0 / 70 ) ( 2 / 70 ) ( 15 / 70 ) ( 53 / 70 )

教育職員（中学校）
( 1 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 1 / 2 ) ( 0 / 2 ) ( 0 / 23 ) ( 0 / 23 ) ( 0 / 23 ) ( 4 / 23 ) ( 19 / 23 )

教育職員（義務教育学校）

( 0 / 0 ) ( 0 / 0 ) ( 0 / 0 ) ( 0 / 0 ) ( 0 / 0 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 3 / 3 )
教育職員（高等学校）

( 0 / 5 ) ( 1 / 5 ) ( 2 / 5 ) ( 1 / 5 ) ( 1 / 5 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 0 / 3 ) ( 3 / 3 )
教育職員（特別支援学校）

( 0 / 1 ) ( 1 / 1 ) ( 0 / 1 ) ( 0 / 1 ) ( 0 / 1 ) ( 0 / 14 ) ( 0 / 14 ) ( 0 / 14 ) ( 2 / 14 ) ( 12 / 14 )
教育職員（全校種）

( 1 / 10 ) ( 2 / 10 ) ( 4 / 10 ) ( 2 / 10 ) ( 1 / 10 ) ( 0 / 113 ) ( 0 / 113 ) ( 2 / 113 ) ( 21 / 113 ) ( 90 / 113 )
全職員

( 1 / 12 ) ( 4 / 12 ) ( 4 / 12 ) ( 2 / 12 ) ( 1 / 12 ) ( 0 / 118 ) ( 0 / 118 ) ( 2 / 118 ) ( 22 / 118 ) ( 94 / 118 )

区　　分
男性 女性

２週間以下
２週間超
１月以下

１月超
半年以下

半年超
１年以下

１年超 ２週間以下
２週間超
１月以下

１月超
半年以下

半年超
１年以下

１年超

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 20.0% 80.0%

0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.9% 21.4% 75.7%

50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 17.4% 82.6%

- - - - - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

- - - - - 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.3% 85.7%

10.0% 20.0% 40.0% 20.0% 10.0% 0.0% 0.0%

1.7% 18.6% 79.7%

1.8% 18.6% 79.6%

0.0% 0.0%8.3% 33.3% 33.3% 16.7% 8.3%

区　　分
行政職員 100.0% ( 11 / 11 ) 42.9% ( 3 / 7 )
教育職員（小学校） 80.8% ( 42 / 52 ) 82.3% ( 51 / 62 )
教育職員（中学校） 90.9% ( 30 / 33 ) 72.2% ( 26 / 36 )
教育職員（義務教育学校） 50.0% ( 2 / 4 ) - ( 0 / 0 )
教育職員（高等学校） 87.5% ( 14 / 16 ) 93.3% ( 14 / 15 )
教育職員（特別支援学校） 80.0% ( 8 / 10 ) 100.0% ( 9 / 9 )
教育職員（全校種） 83.5% ( 96 / 115 ) 82.0% ( 100 / 122 )
全職員 84.9% ( 107 / 126 ) 79.8% ( 103 / 129 )

令和元年度 令和２年度

区　　分
行政職員 18.2% ( 2 / 11 ) 28.6% ( 2 / 7 )
教育職員（小学校） 1.9% ( 1 / 52 ) 6.5% ( 4 / 62 )
教育職員（中学校） 12.1% ( 4 / 33 ) 0.0% ( 0 / 36 )
教育職員（義務教育学校） 0.0% ( 0 / 4 ) - ( 0 / 0 )
教育職員（高等学校） 0.0% ( 0 / 16 ) 20.0% ( 3 / 15 )
教育職員（特別支援学校） 10.0% ( 1 / 10 ) 55.6% ( 5 / 9 )
教育職員（全校種） 5.2% ( 6 / 115 ) 9.8% ( 12 / 122 )
全職員 6.3% ( 8 / 126 ) 10.9% ( 14 / 129 )

令和元年後 令和２年度
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・ハラスメント相談対応マニュアル（対策担当者用）を策定するとと

もに、ハラスメント対策担当者に対して研修会を実施している。 

セクハラに係る事後の迅

速かつ適切な対応 

・適切な対応をしている。 

併せて講ずべき措置 ・防止要綱において相談者、行為者のプライバシー保護に留意する旨

及び相談による不利益取扱いを行わないよう留意する旨を規定。 

 


